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「情報提供制度」撤回を求める要請書
　わたしたち「子どもと教育・文化　道民の会」は、憲法と子どもの権利条約に基づく教育がこの北海道の地において花開き、子どもたちの健やかな成長がはかられることを願う北海道民各界各層の会員によって構成されています。
わたしたちは、北海道教育委員会（以下道教委）が５月２６日の定例教育委員会会議で、「学校教育における法令等違反に係る情報提供制度に関する要綱（案）」を提案し、同３１日に決定したことは、不当であると考え、ここにその撤回・中止を求める要請を行います。
わたしたちは、第一に、なぜいまこのような「学校教育における法令等違反」に関する「情報提供制度」が必要なのか理解できません。これまでにも国民（道民）の当然の権利として国や道あるいは学校を含めた行政機関に対して必要に応じて意見を述べることは行われてきました。なぜ「法令等違反に係る」特別な「情報提供制度」が必要なのでしょうか？　第二に、「制度に関する要綱」には、その対象が教員の学習指導要領「違反」と「教育公務員特例法関係（政治的行為）」「違反」に限定されていますが、この２点に限定していること自体不可解です。政治的な思惑が背後にある不自然さを感じさせます。しかも第２条（定義）において「違反する行為が行われ、又はまさに行われようとしている」ことについて「情報提供」を求めるとしていることは「密告制度」に近い発想であり、異常さを感じざるを得ません。道教委は３月に教員の「服務規律等の調査」を行いましたが、今回の「情報提供制度」も「上」からの教育管理を強めるものであるとの深い憂慮と危惧を抱きます。
戦後日本の教育は、戦前・戦中の反省に立って教育の自主性・自立性を重視してきました。教育は子どもと教職員・保護者・地域が一体となって自由闊達にとりくまれるべきものです。誰が情報提供したかもわからない「情報」に基づく調査・是正・処分の統制による学校・教育活動ではなく、教育・学校にかかわるすべてのひとびとが率直かつ自由に話し合い、合意する中から安心・安全・信頼の教育がおこなわれることが大切と考えます。
今回この「制度」は、北海道教職員組合（北教組）の「政治資金問題」等に対する道民の憤りを利用して、あらたな教員統制を行おうとするものとも考えられます。私たちは北教組の違法行為には強い憤りを感じます。しかし、この間の教員「服務規律調査」と今回の「法令等違反」「情報提供制度」は、その理念や手法において違憲・違法性が強く、教育の条理ともかけ離れた強権発動と考えます。この「制度」を提案した道教育委員会の討議においても「教職員が傷ついたり、現場が混乱しないように」（北海道新聞記事）との教育委員の発言は、その危惧を端的に示しているのではないでしょうか。
教育行政による教育内容への歯止めのない「不当な支配」と介入を常態化させるこのような「通報制度」の導入は許せません。　以上の趣旨を踏まえ下記の要請を行います。
記
１．「学校教育における法令等違反に係る情報提供制度に関する要綱」を撤回し、制度導入を行わないこと。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

